Ⅰ　平成25年度定期監査等報告書
１．監査の対象事項

　平成25年度に執行された財務に関する事務及びこれに関連する事務並びに経営にかかる事業の管理について、監査対象課等から提出された資料及び監査時点で確認すべき証拠書類をもとに監査を実施した。なお、必要と認めたときは、他の年度にかかるものも監査を実施した。
２．監査期間及び対象箇所
　（1）期間　平成25年11月7日から平成25年11月28日までのうち９日間
（2）対象箇所
１）各組織規則に定める課等
・議会事務局

・総務課、町民課、健康福祉課、まち振興課、まち整備課、水道課、保育園、会計室
・学校教育課、生涯学習課、公民館、図書館、給食センター、笹原幼稚園
・選挙管理委員会

・農業委員会
２）工事現場
・旧矢塚分校改修工事

・塙幼稚園耐震補強・改修工事

３）財産
・土地

大字川上字道場１３９－１外　塙簡易水道

大字片貝字長久木57－109外　山林（長久木）

大字板庭字わしのす61－2　農工団地残地（原木沢）

大字上渋井字年久91－31外　多目的広場

大字塙字桜木町270－42　管理地（桜木町）

大字板庭字わしのす1－2外　板庭工業団地
　　　・建物及び設備

　　　　　大字板庭字原木沢32　板庭工業団地内事務所、倉庫等
３．監査の方法

財務に関する事務及びこれに関連する事務の執行が適正かつ効率的に執行されているか、組織及び運営の合理化が図られているかを主眼とし、実施に当たっては、予算の適正な執行が確保されているか、財産の管理が的確になされているかについて、「平成25年度監査計画書」に基づき監査した。監査は，原則として課単位で実施し，監査対象課等から提出された事務事業の執行状況等の資料及び関係書類について，照合，通査その他必要と認める手続によって実施した。また，監査対象課等の長から説明を受け，関係職員に対して質疑を行うとともに，必要に応じて現地に出向き監査を実施した。

監査した諸帳簿等

　 （1）収入及び支出の原因となる関係書類 （2）事務処理執行に要する諸帳簿

　 （3）法令等に定められた書類

４．監査の結果
（１）平成25年度予算執行状況

　　平成25年度一般会計及び特別会計歳入歳出予算の執行状況は、別紙のとおりである。
1）一般会計の歳入状況

　　一般会計の歳入総額(10月末日現在)は、第1表（1）のとおりである。

　なお、現年度分の町税及び主な使用料等収納状況は第5表(1)上段、滞納繰越分の町税及び使用料等収納状況は第5表(2)上段のとおりである。
2）一般会計の歳出状況

一般会計歳出状況(10月末日現在)は、第1表（2）のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3）特別会計の状況

　　　特別会計の予算執行状況(10月末日現在)は、第2表のとおりである。
なお、歳入の現年度分の収納状況は第5表(1)下段、滞納繰越分の収納状況は第5表(2)下段のとおりである。
4）公営企業会計の状況

　　　水道事業会計の予算執行状況（9月末現在）は、第3表のとおりである。

　　なお、水道使用料の滞納状況は第5表（3）のとおりである。

5）繰越予算の状況

　　繰越明許費の執行状況(10月末日現在)は、第4表のとおりである。　　
6）公共事業施行状況
９月末現在の公共事業の施行状況（補助事業、単独事業）は、第6表のとおりである。

7）入札執行状況
10月末現在の入札執行状況は、第７表のとおりである。
（２）監査の結果及び意見
監査した結果，財務に関する事務及びこれに関連する事務並びに経営にかかる事業の管理については，おおむね適正に執行されているものの，後述のとおり一部に改善又は検討を要する事項が認められた。これらについては，その内容を十分に検討し，速やかに必要な措置を講ずるなど，今後の適正な事務事業の執行に万全を期されたい。また，監査の過程において，事務手続上の軽微な誤謬等で，改善を要する事項が見受けられたが，担当課等の長に口頭指導したので省略する。なお、これまでの懸案事項であった町税等の収納事務において改善の兆しが見られた。今後一層努力されることを望むものである。
５．改善又は検討を要する事項

(1)債権管理及び収入事務に関する事項
・徴収権が失効していると思われる債権多数(水道課)　(再)
・債権の償却基準が不明確(水道課)
・多額の貸付債権返済遅延（学校教育課）
・各種納付金の口座振替推進不足

・直接収納による現金管理認識不足
(2)財産管理に関する事項
・財産台帳未整備、現地確認不徹底(再)
・備品管理台帳未整備、現物照合未確認(再)
・土地・建物の未登記多数（再）　（まち整備課）
・普通財産貸付料基準が不明確

・行政財産と普通財産の区分及び事務取扱が不明瞭
・指定管理施設の管理分担の不徹底

・町有財産の損害保険加入基準不明確
（3）補助金、交付金の運用に関する事項
・補助金等の行政効果、必要性の見直し検討不足(再)
（4）事務管理、人事管理に関する事項
・文書保存管理簿未作成　（総務課）(再)
・奨学資金貸付残高集計表未作成（学校教育課）
・職員の健康管理不徹底(総務課)
・給与等口座振替推進不徹底(総務課)
（5）その他
・条例・規則等の妥当性、整合性検討および整備(再)
・役場庁舎内外の整理整頓及び清掃(再)
６．要望事項
・問題滞納者（悪質、常習、長期、多重等）への給付、交付、取引の制限(再)
・町総合計画目標管理の促進
・各種行政情報の公表方法要改善

・備品に区分されない高額物品等の管理(再)
・未利用財産及び低利用財産の有効活用

・管理業務委託施設の効率的管理（給食センター、図書館）

・運営形態の検討（保育園）
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第１表　　　

一　般　会　計　予　算　執　行　状　況

 （１） 歳入



平成25年10月末日現在（単位：千円・％）

区　　　　分 予算現額 調定額 収入済額

予算対調定

予算対収入

調定対収入

割　合 割　合 割　合

町税

121.5 78.5 64.6

地方譲与税

27.6 27.6 100.0

利子割交付金

55.5 55.5 100.0

配当割交付金

42.0 42.0 100.0

株式等譲渡所得交付金

0.0 0.0 ―

地方消費税交付金

59.7 59.7 100.0

自動車取得税交付金

30.1 30.1 100.0

地方特例交付金

100.0 100.0 100.0

地方交付税

75.2 75.2 100.0

交通安全対策特別交付金

52.2 52.2 100.0

分担金及び負担金

51.4 38.4 74.6

使用料及び手数料

86.5 55.3 64.0

国庫支出金

46.1 29.0 62.9

県支出金

15.2 5.4 35.2

財産収入

99.8 72.9 73.0

寄附金

1503.3 1503.3 100.0

繰入金

6.0 6.0 100.0

繰越金

100.0 100.0 100.0

諸収入

43.6 27.9 64.0

町債

0.0 0.0 0.0

歳入合計

57.8 48.8 84.5

（２）歳出

平成25年10月末日現在（単位：千円・％）

区　　　　分

予算現額

支出負担行為額

支出済額

予算対支出負担

支出負担行為額

行為額割合 対支出割合

議会費

58.9 99.4

総務費

33.7 73.7

民生費

42.4 91.8

衛生費

57.7 74.1

労働費

63.8 83.0

農林水産業費

26.2 54.2

商工費

65.8 86.8

土木費

46.5 61.9

消防費

65.3 81.4

教育費

65.5 61.0

災害復旧費

79.2 0.2

公債費

49.5 99.8

諸支出金

0.0 ―

予備費

0.0 ―

歳出合計

43.9 74.1
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国民健康保険 1,157,827 1,057,833 549,975

笹原財産区 3,891 891 891

農業集落排水 186,267 63,681 57,148

塙林間工業団地 17,008 18,693 12,693

公共下水道 182,543 42,585 17,782

介護保険 843,147 625,189 390,574

後期高齢者医療 90,752 60,211 28,362

歳入合計 2,481,435 1,869,083 1,057,425

国民健康保険 1,157,827 596,343 575,045

笹原財産区 3,891 35 35

農業集落排水 186,267 116,608 99,136

塙林間工業団地 17,008 0 0

公共下水道 182,543 111,655 72,051

介護保険 843,147 429,550 422,516

後期高齢者医療 90,752 29,639 29,324

歳出合計 2,481,435 1,283,830 1,198,107

（上水道事業会計)

水道事業収益 226,367 117,164 95,064

資本的収入 250,504 0 0

合　　　計 476,871 117,164 95,064

水道事業費用 223,643 44,124 35,913

資本的支出 334,070 126,400 32,633

合　　　計 557,713 170,524 68,546

― ―

19.7 81.4

37.8 25.8

予算対負担

支出負担行為

行為割合

対支出割合

区    分 予算現額 支出負担行為額 支出済額

0.0 0.0 ―

― ― ―

収入割合 収入割合

51.8 42.0 81.1

第3表         公　営　企　業　会　計　執　行　状　況

平成25年9月末日現在（単位：千円・％）

区    分 予算現額 調定額 収入済額

予算対 予算対 調定対

調定割合

32.7 98.9

51.7 93.3

61.2 64.5

50.9 98.4

62.6 85.0

0.0 ―

51.5 96.4

0.9 100.0

支出済額

予算対支出

支出負担行為額

負担行為割合 対支出割合



区　　　分 予算現額 支出負担行為額

75.3 42.6 56.6

（2） 歳出

平成25年10月末日現在（単位：千円・％）

74.1 46.3 62.5

66.3 31.3 47.1

109.9 74.6 67.9

23.3 9.7 41.8

22.9 22.9 100.0

34.2 30.7 89.7

調定割合 収入割合 収入割合

91.4 47.5 52.0

特　別　会　計　予　算　執　行　状　況

（1） 歳入

平成25年10月末日現在（単位：千円・％）

区    分 予算現額 調定額 収入済額

予算対 予算対 調定対
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震災対策農業水利

施設整備事業

10,000 5,040 0

地域農業水利施設

ストックマネジメ

ント事業

23,200 22,680 9,070

林道開設事業 73,163 42,518 36,315

橋梁維持事業 43,366 30,699 30,699

公営住宅老朽化対

策事業

13,000 8,925 8,925

旧片貝小学校記念

碑設置事業

2,363 2,363 2,363

合　　計 165,092 112,225 87,372

繰　越　予　算　執　行　状　況　



平成25年10月末日現在（単位：千円・％）

事業名 予算現額 支出負担行為額 支出済額

予算対支出 支出負担行為

負担行為割合 対支出割合

50.4 0.0

97.8 40.0

58.1 85.4

70.8 100.0

68.0 77.9

68.7 100.0

100.0 100.0
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(１）現年度分の町税及び主な使用料等

25年度 24年度 23年度

町民税（個） 316,532 159,432 50.4 49.1 49.9

町民税（法） 32,150 31,218 97.1 93.2 113.7

固定資産税 406,275 344,629 84.8 83.1 82.0

軽自動車税 23,170 21,660 93.5 93.2 91.7

6,259 5,864 93.7 94.5 94.5

25 25 100.0 ― ―

10 10 100.0 100.0 ―

410 261 63.7 19.2 ―

44 25 56.8 5.6 ―

504 252 50.0 50.0 ―

41,239 21,475 52.1 52.4 51.4

8,927 6,305 70.6 93.7 70.1

45,948 23,208 50.5 48.0 37.7

237,559 103,224 43.5 42.2 42.3

7,971 4,244 53.2 54.2 50.0

15,053 7,307 48.5 52.3 48.4

21,746 20,495 94.2 94.2 94.6

2,862 558 19.5 43.6 37.7

17,141 16,432 95.9 95.5 94.7

町　税　等　の　収　納　状　況　

平成25年10月末日現在（単位：千円）

項　　  目 調定額 収入済額

収納率（%）

備　考

地 上 デ ジ タ ル 再 送 信

システム使用料

温泉使用料

住宅使用料

幼稚園使用料

保育園入園負担金

ＩＰ告知システム加入申

込金

地 上 デ ジ タ ル 再 送 信

システム加入申込金

ＩＰ告知システム加入使

用料

給食費納付金

特

　

別

　

会

　

計

国民健康保険税

介護保険料

後期高齢者医療保険料

農業集落排水使用料

公共下水道負担金

公共下水道使用料

一

　

般

　

会

　

計

 町 税



[image: image5.emf](２)滞納繰越分の町税及び使用料等

25年度 24年度 23年度

町民税（個） 37,274 4,215 33,060 11.3 7.1 5.2

町民税（法） 431 180 251 41.8 0.0 0.0

固定資産税 89,405 6,424 82,981 7.2 7.2 8.3

軽自動車税 3,234 323 2,911 10.0 7.6 11.7

小  計 130,344 11,142 119,203 8.5 7.2 7.4

0 0 0 ― 66.7 ―

85 31 54 36.5 91.7 ―

7 0 7 0.0 96.6 ―

269 0 269 0.0 0.0 0.0

72 72 0 100.0 100.0 68.7

655 138 517 21.1 13.0 26.1

950 950 0 100.0 38.2 23.1

151,201 20,631 130,570 13.6 10.0 7.7

2,585 382 2,203 14.8 14.9 11.9

601 142 459 23.6 13.9 9.6

5,646 415 5,231 7.4 5.9 3.7

18,233 231 18,002 1.3 2.6 2.2

3,980 193 3,787 4.8 7.4 10.1

25年度 24年度 増減

9 11 △ 2

73 80 △ 7

1,273,610 2,836,930 △ 1,563,320

※納期限から6カ月を経過している未収分を滞納とした。

平成25年10月末日現在（単位：千円）

項　　　目 滞納繰越額 収入済額

差引

滞納額

収納率（％）

一

　

般

　

会

　

計

町 税

ＩＰ告知システム加入申

込金

ＩＰ告知システム加入使

用料

地 上 デ ジ タ ル 再 送 信

システム使用料

温泉使用料

住宅使用料

給食費納付金

阿武隈関連

特

　

別

　

会

　

計

国民健康保険税

介護保険料

後期高齢者医療保険料

農業集落排水使用料

公共下水道負担金

公共下水道使用料

(３)水道使用料滞納の状況

平成25年9月末日現在

区　分 前年比

滞 納 金 額(円)

44.9%

滞 納 者 数(人)

81.8%

滞 納 件 数(件)

91.3%
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本年度 前年度 本年度 前年度

1,059,980 394,717 123,290 37.2 50.4 31.2 32.5

137,933 93,498 35,941 67.8 67.4 38.4 18.4

922,047 301,219 87,349 32.7 13.2 29.0 168.3

10,783 1,160 805 10.8 6.5 69.4 100.0

0 0 0 ― ― ― ―

10,783 1,160 805 10.8 6.5 69.4 100.0

第7表

加重平均 単純平均

19 97.4% 92.0%

5 94.8% 90.3%

8 94.2% 89.5%

5 93.9% 95.7%

7 96.1% 96.0%

3 90.8% 91.4%

47 96.3% 92.4%

公　共　事　業　施　行　状　況

平成25年9月末日現在（単位：千円、％）

項　　　目 予算現額 契約済額 支出済額

予算額対契約済額比

契約済額対支出済額比

一般会計

補助事業

単独事業

特別会計

補助事業

単独事業



入　札　執　行　状　況

平成25年10月末現在

種　別 件　数

平均落札率 最低落札率 最高落札率

土木工事 74.0% 99.8%

建築工事 69.7% 99.3%

機械設備工事 79.8% 96.3%

備品購入 89.1% 99.9%

測量設計委託 93.5% 99.2%

その他 84.9% 95.1%

合計



※平均落札率の加重平均は、落札額合計を予定価格合計で除したもの、単純

平均は1件ごとの落札率を平均したもの。



Ⅱ　財政援助団体監査結果報告書
１．監査の対象
平成24年度に財政的援助を与えている団体の出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係るもののうち次の団体を監査の対象とした。
・塙町社会福祉協議会　　　

・塙町商工会

・塙町勤労者互助会
２．監査の期間
平成25年11月7日から平成25年11月28日までのうち　２日間
３．監査の方法
監査に当たっては，監査の実施に必要な資料の提出を求め，提出された事務事業の執行状況等の資料及び関係書類について，照合，通査その他必要と認める手続によって監査した。また，それぞれの関係者及び関係職員から説明を受け，質疑を行うとともに，現地に出向き監査を実施した。なお，補助金を所管している課についても，当該補助金に係る事務の執行について監査を実施した。
４．監査の結果
◇塙町社会福祉協議会

（１）補助金の概要
1)補助金の名称　　塙町社会福祉事業助成費補助金
2)補助金額　　24,506,457円
3)所管課　　健康福祉課
（２）補助金の内容
民間社会福祉活動の育成、援助等を行ない、もって社会福祉の向上に寄与するために、社会福祉協議会に配置する企画指導員、福祉活動指導員及び福祉活動専門員の給与等及び庁費に対して、塙町社会福祉事業助成費補助金交付要綱に基づき交付したもの。
（３）監査の結果及び意見
1)財政援助団体について

関係証拠書類を調査したところ，補助金に係る収支の会計経理など，出納その他の事務は，おおむね適正に執行されているものと認められた。
2)所管課の事務について

補助金の交付申請から事業実績報告の審査に至る一連の書類を調査したところ，おおむね適正に執行されていると認められたが、補助対象経費の考え方及び補助金の額の根拠が不明確であった。適正な事務執行を補助団体に指導すると共に補助金交付基準の明確化を図られたい。
◇塙町商工会

（１）補助金の概要

1)補助金の名称　　塙町商工振興活動事業補助金
2)補助金額　　8,500,000円
3)所管課　　まち振興課
（２）補助金の内容

町内における商工業の振興を図り、もって町経済の振興発展に寄与することを目的とし、塙町商工会が商工業者の経営改善普及に関する事業や地域振興に関する事業などを行う場合に要する経費について、塙町商工振興活動事業補助金交付要綱に基づき交付したもの。
（３）監査の結果及び意見

1)財政援助団体について

　　　関係証拠書類を調査したところ，補助金に係る収支の会計経理など，出納その他の事務は，おおむね適正に執行されているものと認められた。
2)所管課の事務について

補助金の交付申請から事業実績報告の審査に至る一連の書類を調査したところ，補助対象事業の認定，補助金額の算定及び交付方法など，補助金に係る事務は，おおむね適正に執行されているものと認められた。
◇塙町勤労者互助会

（１）補助金の概要

1)補助金の名称　　塙町勤労者互助会事業補助金

2)補助金額　　135,000円

3)所管課　　まち振興課

（２）補助金の内容

町内に存する事業所の従業員及び事業主等の福利厚生の増進を図ると共に、事業所の振興発展に寄与することを目的に、生活資金、住宅資金及び教育資金の貸付事業、会員の共済事業などに対して、塙町勤労者互助会事業補助金交付要綱に基づき交付したもの。
（３）監査の結果及び意見

1)財政援助団体について

関係証拠書類を調査したところ，補助金に係る収支の会計経理など，出納その他の事務は，おおむね適正に執行されているものと認められた。なお、過去の町補助金を原資として生活資金等の貸付事業を実施しているが、2件の返済遅延が認められた、早急な対策を望むものである。
2)所管課の事務について

補助金の交付申請から事業実績報告の審査に至る一連の書類を調査したところ，補助対象事業の認定，補助金額の算定及び交付方法など，補助金に係る事務は，おおむね適正に執行されているものと認められた。
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